


























































































































２―３ コミュニティビジネス (CB) とソーシャルビジネス (SB) の関係
社会的課題解決に関わるビジネスに関する用語や概念は，２０００年代か
ら急増し，それぞれの相互関係がわかりにくくなっている。我が国でも，
SB よりも以前から使用されている CB の用語の使い方は，人によって多










































い手として，協同組合 (cooperative society)，互助組合 (mutual aid union)，ア




























































業型 NPO」とよび，区別する考え方もあり，これは CB に近接した概念
のひとつであろう。






















































































該組織はロッチデール先駆者協同組合 (Rochdale Pioneers Co-operative) また










り返し，その系譜は The Co-operative Group に受け継がれている。
４―３ 現代の協同組合
世界中の協同組合が手を結び，国際的な立場で活動を指導しているのが









































































































































































































































































































































































































CIC の登録にあたっては，「コミュニティ利益試験」(The Community In-



























会社法の制約のもと，非上場の株式会社 (private company) は最低１名，




























































































































































































































































































































































































































































５） アダム・スミス著，水田洋訳『道徳感情論』上・下（原題：Smith, A, “The
社会的課題解決ビジネスと社会的企業に関する考察
― ―３５３
theory of moral sentiments.”)，岩波文庫，２００３年，同，水田洋・杉山忠平訳
『国富論』１～４（原題：Smith, A, “An inquiry into the nature and causes of the







（３）」『協 同 の 發 見』６月 号，１～１１頁，２００４年，Jacqueline M. Pinckney-
Edwards, “Hybrid Organizations: Social Enterprise and Social Entrepreneurship,
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